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2１．はじめに

◼ 容量市場制度は、これまでにメインオークションを5回開催し、2024年度には実需給年度を一巡*
した。

◼ 2020年度の導入当初より、一定期間経過後に包括的検証を行うことを、本検討会や国の審議会
で示してきた。

◼ 先般、第101回制度検討作業部会（4/1）において、容量市場の包括的検証の実施概要につい
て紹介された。

◼ 本日は、包括的検証の実施概要について改めて本検討会で紹介するとともに、進め方やスケジュー
ル等についてご報告する。

*:年次精算等、一定期間の遅れで行う実需給期間業務を継続中



3２．容量市場の包括的検証の目的と方向性

◼ 背景

容量市場においては、2020年度の制度導入前より、導入した容量市場が効果的に機能しているかを
定期的に検証することとし、必要に応じて既存の制度にとらわれず制度の見直しを実施する枠組を設け
る対応を検討することとしていた。

また、開設5年後（十分な回数のオークションが行われ、容量受渡も行われた段階）を目途に、容
量市場の包括的検証を実施することとしており、現在は、これまでに計5回のメインオークションを行い、
2024年度からは実需給運用を開始したタイミングとなる。

◼ 目的と方向性

容量市場の包括的検証は、①制度主旨の再確認を行い、②現行の仕組みの再確認と必要に応じ
た機能性向上や、③市場運営の効率化等を図ることを目的として、これまでのオークションや実需給運
用を包括的に振り返りながら検証を行う。

◼ 実施主体・実施時期・結果の反映

✓ 容量市場の市場管理者である広域機関が実施主体となる。

✓ 2025年度の1年間かけて、意見募集を実施しながら検証を進めていく。

✓ 検証結果は、2026年度メインオークション（対象実需給2030年度）より反映していく。



4２．容量市場の包括的検証の目的と方向性
（参考）国の審議会における実施概要の紹介（1/2）

◼ 実施主体は広域機関とし、2025年度に実施

◼ 実施目的は、①制度主旨の再確認、それを果たすための②現在の仕組みの再確認、を行い、必要
に応じて機能性の向上や、③更なる運営の効率化

◼ 包括的検証にあたり、意見募集を実施（10～11月頃）

第101回制度検討
作業部会資料より
（2025.4.1）



5２．容量市場の包括的検証の目的と方向性
（参考）国の審議会における実施概要の紹介（2/2）

◼ 本検討会を主な報告・議論の場としつつ、抜本的な見直しや利害関係に及び見直し議論が必要な
場合は、国の審議会にて審議を行っている。

◼ 新たな整理を制度に反映するタイミングは2026年度のメインオークション以降となる。

◼ 検証の対象とするオークションとして、メインオークションと追加オークションを中心とし、長期脱炭素
電源オークションや他の制度は主な対象としない。（関係性は考慮）

第101回制度検討
作業部会資料より
（2025.4.1）



6３．検証のスコープと進め方 ＜参考＞海外の取り組み事例

◼ 検証の取り組みにあたり、容量市場を導入している米国や欧州各国の検証の取り組みを参照した。

◼ 各国の状況に応じて検証の方法や範囲は異なるものの、日本おいては、制度設計から運用設計ま
での検証を行っている英国の検証方法が大いに参考となる。

各国政府および行政機関
(FPS Economyなど)

➢ 規制機関(FERC)の規定による運用
➢ 外部独立機関が課題整理と提言までを実施

➢ 英国の法律・検証ルールに沿った実施
➢ 制度・運用に加えて政策に関しても対象
➢ レビュー主体が課題整理・改善方針を提言

➢ EUで法制化された検証ルールに沿った実施
➢ レビューの主体が、制度の課題整理や変更内容
の決定を実施

米国型(外部モニタリング) 欧州型 英国型
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市場管理者
(ESO)
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2025.10

３．検証のスコープと進め方
検証スコープとスケジュール、意思決定

◼ 検証のスコープとして、制度設計や運用設計、政策課題の一部*を対象とする。
（新たな政策課題の反映等は、包括的検証のスケジュールにとらわれず、国において適宜検討反映）

◼ 論点・検証項目の設定、客観的な事実の収集・情報提供【ステップ１】を行い、それらを示しつつ、
意見募集【ステップ２】を行った上で、検討の方向性を整理しながらとりまとめ【ステップ３】を行う。

◼ その後、本検討会や国の審議会等しかるべき場での審議を経て意思決定し、ルールに反映する。

エネルギー
政策

制度
設計
見直し

運用
設計
見直し

容
量
市
場

政策
課題
反映

意見募集
包括的検証の
とりまとめ
（方向性）

客観的な事実の
収集・情報提供

論点・検証
項目設定

政府・資源エネルギー庁等における検討（適宜）

ステップ１ ステップ２ ステップ3

改善策審議
・意思決定

2026.3

2026
年度メイン
オークション
に反映

2026.6

中長期課
題は継続
検討

2025.4

包括的検証の範囲

①抜本的な制度見直し：本検討会および国の審議会での審議へ経て反映
②現行の考え方を踏襲したルール見直し：本検討会での審議を経て反映
③軽微な運用ルール見直し：広域機関業務規程に基づく手続き（パブコメ等）を経て反映 など

一部前倒し反映

*：現行容量市場に組み込まれた政策課題（非効率石炭等）
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３．検証のスコープと進め方
当面の本検討会における報告内容

◼ 当面の詳細スケジュールは、以下のとおり。

➢ 4月：全体的な進め方の設計 【本日ご報告】

➢ 7月：諸外国事例、各種定量データの情報提供

➢ 9月：意見募集の準備状況

包括的検証の進め方 諸外国事例、各種定量データの
情報提供

意見募集の準備状況

【主な報告事項】

⚫ 本検討会での引き続きの情報提供

⚫ 意見募集の実施概要

⚫ 意見提出に係る留意事項

⚫ 包括的検証のとりまとめ報告に向け
た今後のスケジュール

【主な報告事項】

⚫ 実施目的・概要

⚫ 今後の実施スケジュール

⚫ 検証の実施主体

⚫ 包括的検証の対象範囲

⚫ 検証項目例 等

【主な報告事項】

⚫ 欧米諸国の容量メカニズムに対す
る評価と導入事例

⚫ 卸電力市場の動向や市場運営の
状況等の各種定量データの情報
提供

4月 7月 9月



9３．検証のスコープと進め方
検証項目の設定

目的 検証概要 検証項目（例）

①制度主旨の
再確認

容量市場の導入に
よる影響を評価、制
度主旨との整合性
を再確認する。

• 中長期的な供給力の確保状況

• 発電投資の予見性確保状況

• 卸市場価格等に対する影響

• 調整力の確保の状況

• 容量メカニズムの適合性（他の容量メカニズムと比較）

②現在の仕組
みの再確認
（必要に応じた
機能性の向
上）

現行の容量市場の
ルールが効果的に機
能しているかを再確
認し、必要に応じて
見直し案を検討する。

• 需要曲線・指標価格の適切性

• 応札ルール（参加資格、参加区分、開催タイミング等）の適切性

• 約定ルール（シングルプライス・マルチプライス、市場分断処理等）の適切性

• リクワイアメント、ペナルティ強度の状況

• 発動指令電源の状況（募集のタイミング、市場退出の是非、実効性テストの負担等）

• 容量確保契約金額・容量拠出金の状況

③市場運営の
効率化

効率的な市場運営
ができているか確認
し、必要に応じて運
用を改善する。

• 参加登録業務の状況

• ２年度前の容量停止計画調整の状況

• 実需給期間のアセスメント業務の状況

• 契約管理・会計業務の状況

• 運用システムの状況

◼ 現時点で考えられる検証項目としては下表のとおり。

◼ 引き続き、ご意見を頂きながら、網羅的に検証項目を設定していく。



10３．検証のスコープと進め方
（参考）容量市場における今後の論点例（1/2）

◼ 国の審議会においても、容量市場に関する論点例を示している。

第101回制度検討
作業部会資料より
（2025.4.1）



11３．検証のスコープと進め方
（参考）容量市場における今後の論点例（2/2）

第101回制度検討
作業部会資料より
（2025.4.1）



12４．まとめ

◼ 容量市場の定期的な振り返りとして、2025年度に容量市場の包括的検証に広域機関が主体と
なって取り組む。

◼ 包括的検証の実施にあたり、論点・検証項目の設定、客観的な事実の収集・情報提供を行い、そ
れらを示しつつ、意見募集を行った上で、検討の方向性などを整理しながらとりまとめを行う。

◼ 容量市場に関連する情報や観点等を整理しつつ、本検討会でもその内容を示しながら取り組みを進
めていく。

◼ 包括的検証の意見募集については、2025年10月頃を目途に実施し、関係する事業者等の意見
を幅広く確認していく。

◼ 包括的検証のとりまとめについては、2026年3月頃を目途とし、本検討会において報告を行う。


